
1.転籍とは

　「転籍」とは、雇用先である企業（A）との間の現

在の労働契約関係を終了させた上で他の企業（B）

との間に別途の労働契約関係を成立させ、当該企

業の業務に従事する方式の人事異動をいいます。

中には「転属」という言葉を使用する企業もある

ようです。

　法律上の形式としては、⑴現在の労働契約の合

意解約と、新たな労働契約の締結という方法を採

用する場合、⑵会社の事業の一部を別の会社に移

すなどの方法で、労働契約上の使用者の地位を譲

渡する（債権債務関係の包括的譲渡）方法を採用

する場合が考えられます。

　⑴の場合、「合意解約」とあるように、転籍はあ

くまで従業員の「同意」が必要であり、企業の都

合で一方的に転籍を命じることは不可能ですし、

これを可とする法律もありません。なお、三和機

材事件（東京地裁　平 7.12.25判決）は、転籍に対

する同意は、包括的な同意では足りず、従業員本

人の個別的な同意が必要であると判示しています。

　「転籍」は、単なる社内の部署異動、本店・支店

間の異動などとは異なり、企業側の都合で従業員

との間の労働関係を消滅させるわけですから、同

じく、労働関係の消滅を意味する「解雇」が労働

契約法16条（解雇は、客観的に合理的な理由を欠

き、社会通念上相当であると認められない場合は、

その権利を濫用したものとして、無効とする）に

よって制限されていることと同様に、よほどの事

情がない限り、従業員の「同意」なくして「転籍」

を強制することはできないということです。

　なお、「転籍」と似て非なる制度として「出向」

という制度があります。この「出向」は、雇用先
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である企業（A）との間の労働契約関係を維持しな

がら、他の企業（B）の指揮命令の下で長期間にわ

たり業務に従事する方式の人事異動をいいます。

　雇用先の企業（A）との間の労働契約は終了しな

いことから、前述の「転籍」や「解雇」ほどの制

限はなく、⑴労働契約上、出向を命令することが

できること、⑵出向を命令する権限の行使が権利

濫用に当たらないこと─をクリアすることで従

業員の「同意」がなくとも、「出向」を命令するこ

とができます。

2.就業規則による定め

　ところで、先ほど、「よほどの事情がない限り、

従業員の『同意』なくして『転籍』を強制するこ

とはできない」と説明しましたが、もちろん、例

外もあります。

　「募集時にグループ企業に転籍することの可能性

があることを説明していた場合、特段の個別の合

意なく転籍を命じることが許されるか」が争われ

た日立精機事件（千葉地裁　昭56. 5.25判決）は、

以下のように判示しました。

①�転属（転籍）を実施するためには、従業員の個

別の同意が必要であるとの原則をあらためて示

した上で、

②�（グループ会社への転属が）人事体制に組み込ま

れ永年継続されてきた制度であり、募集の際に

もこれを明らかにして同意を得ている場合であ

れば、労働条件などの面から著しく不利益な転

属であるなどの特段の事情のない限り、入社の

際の包括的な同意を根拠に転属を命令すること

ができる

　この結果、例えば、就業規則などに具体的な企

業への転属命令があり得ることが明記されるなど

「人事体制」として確立しており、さらに、このこ

とが就職面接の際などに説明されるなどしている

場合には、「転籍」先での労働条件がその従業員に

とってあまりにも不利に変更されるといった事情

などがない限り、当該就業規則などに基づき「転

籍」を命令することも可能であることが明らかと

なりました。

　この点、労働法分野で著名な菅野和夫先生（東

京大学名誉教授）も、その著書の中で「転籍」に

ついて「たんに『転籍を明示うる』旨の就業規則

や労働協約上の包括的規定では足りず、転籍先企

業を明示しての明確なものであることが必要」「一

定期間後の復帰が予定され、転籍中の待遇にも十

分な配慮がなされているなどして、実質的に労

働者にとっての不利益性がない場合に限られる」

（菅野和夫『労働法　第10版』［弘文堂］521ペー

ジ）と述べており、学説上も広く認められていま

す。

3.ご質問についての具体的な当てはめ

　ご質問では、採用選考時に関連会社への転籍を

実施する予定があることを伝えており、本人の同

意を得た上で内定を出しているとのことですが、

このような採用自体は、特段、違法性を帯びるも

のではありません。ただし、実際に「転籍」を実

施する場合には、原則として従業員の個別具体的

な同意が必要となります。

　もっとも、就業規則などに「転籍」先の具体的

な企業名が記載され、当該企業への転籍命令があ

り得ることが明記されているなどの場合には、「転

籍」先の労働条件などが当該従業員にとって不利

益なものでない限り、個別具体的な同意がなくて

も、命令として「転籍」を実施することもできる

場合があります。
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